
科学技術基礎概念の理解度の各国比較
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科学技術の方向性に関する国民意識の変化
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科学技術政策の形成に関する国民参加の必要性について

出典：平成１６年版科学技術白書

出典：平成１６年版科学技術白書
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Ⅳ‐４ 科学技術と社会の関わり

日本学術会議声明 「社会との対話に向けて」

我々日本学術会議は、科学者と社会が互いに共感と信頼をもって協同するこ
となくして、いかなる科学研究も生命感の漲る世界を持続させることができない
ことを認識する。さらに、我々は、科学研究は、社会が享受すべき成果をもたら
す反面、社会に対する弊害を引き起こす恐れがあるという正負両面があること
を、科学者も社会も明確に理解すべきであると認識する。
このような認識に立ち、我々は、科学者が社会と対話をすること、特に人類の
将来を担う子どもたちとの対話を通して子どもたちの科学への夢を育てること
が重要であると考える。
我々日本学術会議は、これから科学者と社会がしっかりと手をつないでいくこ
とを推進する。まず、日本学術会議は、子どもたちをはじめとするあらゆる人々
と科学について語り合うように、全ての科学者に呼び掛ける。また、日本学術
会議は自ら、科学に対する社会の共感と信頼を醸成するために、あらゆる可能
な行動を行う。 平成１６年４月２０日

研究者情報発信推進モデル事業について

研究者等自らが参画する全国各地で開催される講演会やイベントに対
し、学校や全国各地域からの要望を調整し、学協会等を通じて参画する
研究者とイベント・講演会等の主催者とのマッチングを行う受付窓口を設
けるなどの支援を行う。また、講演の模様をわかりやすく加工し、ＴＶ番
組化したり、インターネットによる提供を行う。

研究者の情報発信の一部は学協会等により既に実施されているが、な
お不十分である。このため、研究者による情報発信活動の拡大、国民と
の対話促進、これらを通じた研究者の意識改革が必要であり、こうした活
動への支援が欠かせない。その際、マッチングだけの支援では十分でな
いと予想されるので日本学術会議、学協会、研究機関等と十分に連携す
ることが重要であり、また、ＴＶ番組化やインターネットによる発信だけで
は真の社会ニーズに応えることにならないことに留意すべきである。国民
の理解が必要なテーマは何かという観点を持ちつつ、着実に推進すべき
である。

○総合科学技術会議の見解

○事業の概要 （平成１７年度概算要求・科学技術振興機構（ＪＳＴ））

国民の科学技術情報の入手先と科学者等の
情報発信場所について
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科学館等での理科学習が児童生徒へ及ぼす影響について

・科学館学習を受けることと児童生徒の理科に関する意識が高くなることと
の間には相関関係がある。特に、「科学館学習が分かった」と回答した児
童生徒よりも「科学館学習はおもしろかった」と回答した児童生徒の方に、
より強い相関がある。
・一つの調査地域（出雲市）において、科学館学習を受ける前と受けた後の
アンケート結果を比較したところ、科学館学習を受ける前よりも受けた後の
方が、理科に関する意識が高くなっていた。
・科学館学習を受けた後の理科に関する意識の変化は、女子の方が男子よ
り全国平均の差が大きく上回っており、より多くの女子が科学館学習の影
響を受けていると考えられる。

出典：学校教育と連携した科学館等での理科学習が児童生徒へ及ぼす影響について
－学校と科学館等との連携強化の重要性－ 平成１６年度 科学技術政策研究所

出典：平成１６年版科学技術白書
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米航空宇宙局（ＮＡＳＡ）におけるアウトリーチについての方針

・１９９７年以降、ＮＡＳＡの宇宙科学サテライトミッションの各年度の予算総額の１～２％は教育とアウトリーチプログラムにあてられている。
・毎年ほぼ２５００万ドルの投資が宇宙科学に焦点をあてて行われている。

事業説明は、行われる広範な活動計画を含め事業の一般的な計画を概説するほか、実験の方法や手順、データ、サンプル、収集品、カリキュラム、そ
の他研究や教育の成果に関する保存、文書化、共有の計画を明確に記述する必要がある。申請の活動の結果に基づく広いインパクト、及び事業にと
ってふさわしい次の一つ若しくはそれ以上の取り組みも記述されなければならない。①発見を進めることと、教えること、訓練すること、学ぶことの促進
を同時に行うことによって、どのように研究と教育とを統合させるか、②申請する活動がどのようにして研究や教育に関する施設、設備、ネットワーク、
協力関係の構築を高めるのか、③科学的技術的理解を高めるため、どのように事業の結果を広く広めていくのか、④申請した活動の広く社会に対す
る貢献の可能性。

米国科学財団（ＮＳＦ）補助金審査にあたっての観点

「科学技術と社会」に関する英国の対応状況

○ リサーチカウンシル（高等教育機関に対するファンディングエージェンシー）の取組み

（１）リサーチ・グラントの中での対応：リサーチカウンシルによっては、上限を定めて研究成果の一般国民への理解増進のために要する経費をリサー
チ・グラントの対象に含めることを明記（上限設定については、ESRC（経済社会研究会議）：５％、NERC（自然環境研究会議）：２％、PPARC（素粒
子物理学天文学研究会議）：１％などの規定有り）。また、BBSRC（バイオテクノロジー生物科学研究会議）では、研究者にどのような方針・計画で
研究成果への国民関与（public engagement）に取り組むかを提出させている。

（２）理解増進や国民関与のための支援経費：上記に加えて、PPARC、BBSRCやEPSRC （工学物理科学研究会議）では、”public understanding 
projects”、”public engagement activities”や”partnership for public awareness awards”など研究成果の理解増進活動等を支援するプログラムを用
意して、申請ベースで対応している（小～大の活動規模に応じて、５百ポンドから２５万ポンドまでの範囲で資金を支給）。

（３）Senior Media Fellowships：EPSRCでは、著名な研究者にSenior Media Fellowshipsを支給（年間若干名）して、雑務から開放して科学技術界と社会
との橋渡し役として各種の広報活動等に従事できるようにする試みを実施。

（４）リサーチカウンシルとしての広報・普及活動：通常の広報活動に加え、大学や科学博物館と共同して、子供向け教材の開発や巡回展を実施。

出典：ＮＳＦ補助金申請の手引き

出典：英国の状況を文部科学省においてまとめ

出典：平成１６年「ＪＳＴ科学技術と社会」国際シンポジウム資料
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理数教育・科学技術理解増進の関連施策の一覧

・ 第２期基本計画期間中に初等中等教育段階を中心にカバーする施策が充実しつつある。
・ 大人に対する取組み等が今後の課題。

理数大好きモデル地域
【新規】
↑

理科大好きスクール

地域－科学館
連携支援
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研究者に聞いた「研究者に対する社会、国民のイメージ」、国民に聞いた「科学者や技術者への親近感」
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日本経団連「科学技術をベースにした産業競争力の強化に向けて-第３期科学技術基本計画への期待- 」 平成１６年１１月

・科学技術が社会に与える影響について積極的に研究を行い、情報を公開していくことや、初等中等教育を含め国民に対する理解増進活
動を精力的に進めることが重要。
・理解増進活動に関しては、これまで行われてきた様々な取組をベースに、質的にも量的にもさらなる充実が必要。
・企業と教育現場とのコーディネーション機能の充実など政府の支援措置を拡充させるべき。
・これらの取組を強化するために、科学技術予算の全体に占める社会との関わりに関する予算の割合を定め、その確保を図るべきである。

○科学技術と社会との関わりへの取り組みの強化

出典：平成１５年度我が国の研究活動の実態に関する調査報告 文部科学省

出典：科学技術と社会に関する世論調査（平成１６年２月調査） 内閣府

国民の意識 問：「科学者や技術者は、身近な存在であり、親しみを感じる」 → 国民の約７割は、否定的回答

研究者の意識 問：「研究者に対する国民のイメージ」 → 研究者の約４割は、イメージが良くなったと回答

科学技術・学術審議会基本計画特別委員会第５回資料

１．１

世界物理年について

○1905年（明治38年）、 アインシュタインが、光電効果の理論、ブラウン運動の理論、特殊相対性理論を発表→「奇跡の年」
○国際連合では、2005年（平成17年）がアインシュタインによる現代物理学の基礎となった重要な発見から100周年になるこ
とに鑑みて、国連教育科学文化機関（ユネスコ）が世界中の物理学会やグループと協力して、世界物理年を記念する活動
を計画することを求めることを決議。

日本物理学会（会長：和達三樹氏）
応用物理学会（会長：榊裕之氏）
日本天文学 会（理事長：松田卓也氏）
日本物理教育学会（会長：霜田光一氏）
日本生物物理学会（会長：石渡信一氏）
日本工学会（会長：佐々木元氏）
日本科学技術振興財団（会長：有馬朗人氏）

我が国の物理関連の各学会が合同で行う初の試み

○世界物理年日本委員会では、①講演会 ②出前講義・実験 ③展示 ④物理コンテスト 「物理チャレンジ２００５」⑤出版
⑥顕彰 ⑦国際対応⑧広報・連携について、各機関・団体が企画する計画の連絡・調整にあたるとともに、日本委員会と
しての事業を計画、実施する予定。

「世界物理年日本委員会」
（会長 有馬朗人氏）

・ American Association for the Advancement of Science（AAAS：米国科学振興協会）は全ての米国民の科学技術
リテラシーの向上を 目指した“Project2061” を８０年代から開始。
・ ２１世紀を生きる米国民に必要な科学技術リテラシーの在り方を検討するため多くの科学者・ 数学者・技術者が
関与した広範な調査・検討が行われ“Ｓｃｉｅｎｃｅ ｆｏｒ Ａll Ａｍｅｒｉｃａｎｓ” （1989）等が取りまとめられた。
・ “Ｓｃｉｅｎｃｅ ｆｏｒ Ａll Ａｍｅｒｉｃａｎｓ”等は米国の児童生徒の備えるべき知識とスキルの水準に関する提言
・ これらは全国的に参照され、各州や地域の理数教育の再構築につながっている。また、科学館等の施設の活動
内容等の見直しや大学生の再教育等に広汎に利用されている。

【第３回「科学技術関係人材の養成・確保について」においても掲載】

○米国における科学技術リテラシーを巡る検討

米国における科学技術リテラシーの水準の検討

科学技術・学術審議会基本計画特別委員会第５回資料-１１６-



研究者･技術者の倫理

日本学術会議報告「科学における不正行為とその防止について」（平成15年6月）～概要～
■現状及び問題点
○科学（技術を含む）が社会に果たす役割が増大し変化するに伴い、科学者（技術者含む）の倫理･規範が、科学にとって、

また、社会にとって看過できない大きな問題になりつつある。
○不正行為には、捏造・改ざん・盗用等がある。
○不正行為とは、所属する組織の規範からの逸脱であるが、独立行政法人化・大学発ベンチャー等を背景として、複数の

組織（役割）に同時に所属することにより生じる問題など、研究者の倫理問題は複雑化している。

【海外の動向】
・ 米国： 研究公正局（ＯＲＩ）の設置等、８０年代から生命科学分野を中心に立法を含む様々な取組が進展中。また、倫理に

関するガイドラインと不正行為に対応する組織を設けている大学や研究機関が多い。
・ 欧州： ９２年から北欧諸国、９５年には英国、９８年にはドイツで研究不正に関する委員会を設立。
・ 中国： 科学アカデミー及び教育省より出された「倫理上の行為に関する声明」に対応する具体策として、０２年に北京大学

で新方針を策定。

■提言等
○科学における「不正行為」は、科学の健全な発展を阻害し、科学に対する社会的評価を損なうだけでなく、人々の生存、

生活、福祉に重大な影響を与え、基本的人権や人間の尊厳を傷つける結果にもなりかねない。
○不正行為の防止は科学者コミュニティが社会に対する説明責任を果たし、「科学者が広く国民から評価され、尊敬される

社会」（『科学技術白書』）を築くために不可欠な科学者が自ら解決すべき実践的課題。

【対応策】
・ 学会、研究機関は倫理規定、行動規範を整備し、構成員の教育に努力すべき。
・ 大学においては倫理教育を強化することが望ましい。
・ 外国の対応策を学ぶだけでは果たせない日本型組織構造の変革。

※出身大学での「純粋培養」「インブリーディング」のシステムが教授への配慮やその研究室の作法しか知らない研究者
を育てている傾向にあり、流動的な人材養成システムの構築が必要。

・ 健全な科学ジャーナリズム、科学評論家の育成。
・ 基準の明確化と周知徹底、調査のための独立性の高い第三者機関の設置と審査過程・結果の公開。
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各学協会による倫理規程

心構えと言行の規範等行動の手引としてかなり細かいことまで規定倫理規定平成１３年原子力学会

「土木技術者の信条および実践要綱」倫理規定昭和１３年土木学会

専門性の保持、中立性の確保、機密情報の保持、不当競争の排除と広告
の制限、品位の保持等を規定

倫理規定平成１２年日本機械学会

倫理綱領は建築の社会的役割と責任を自覚し人々に貢献することを使命
とするとし、行動規範も規定

倫理綱領・行動規範平成１１年日本建築学会

技術倫理の普及として海外の技術倫理のテキスト等を翻訳出版する他、
技術士の試験にも「適性科目」として技術倫理を科す。

倫理要綱平成１１年技術士会

社会的責任、社会的信頼、品質保証、知的財産権、ネットワークアク

セス、管理的立場にある者のなすべきこと等を規定
倫理綱領平成１０年電子情報通信学会

電気技術が社会に対して影響力を有することを認識して遵守する項目倫理綱領平成１０年電気学会

情報処理技術が国境を越えて社会に対して強くかつ広い影響力を持つこ
とを認識し、遵守する行動規範を規定。

倫理綱領平成８年情報処理学会

内容等制定項目制定年学会

出典：総合科学技術会議「科学技術基本計画（平成13年度～平成17年度）に基づく科学技術政策の進捗状況」（平成16年5月）表2-Ⅱ-61

国立研究機関等における倫理ガイドライン

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（文部科学省、厚生労働省、経済産業省の三省
共同指針）

平成１３年文部科学省、厚生労働省、
経済産業省

ヒト・ゲノム遺伝子解析に関する規程、ヒトを対象とする医学的研究等における倫理的方針平成１３年科学警察研究所

人間を直接対象とした医学の研究及び医療行為において、ヘルシンキ宣
言の趣旨に添った倫理的配慮を図る。

防衛医科大学校倫理
委員会に関する通達

昭和６１年防衛医科大学校

内容等制定項目制定年
機関

出典：総合科学技術会議「科学技術基本計画（平成13年度～平成17年度）に基づく科学技術政策の進捗状況」（平成16年5月）表2-Ⅱ-62
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研究者・技術者の倫理（１）
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研究者･技術者の倫理

出典：科学技術振興調整費調査研究報告書「科学技術倫理教育システムの調査研究」（平成16年3月）

「技術倫理教育に関するアンケート調査」による。

■技術倫理関連科目の開講について

－技術倫理関連科目が開講されている場合

開講されている
５５．６％開講されて

いない
４４．４％

５７．６％

２１．２％

１２．２％

３科目

１科目

２科目

９．１％

４科目以上

３２．３％
必修

４８．４％
選択

１９．４％
選択必修

注） 今回のアンケートの協力いただいたこと自体が回答者及び回答者の所属するユニットの技術倫理への関心を示していると考えられるので、
母集団においても同様の比率が維持されると推定することはできない。（報告書抜粋）

実施要領（概要）
調査対象：国公私立大学１７７学科（相当）
※学科名やコース名などに土木ないし電子が含まれる全ての学科（教学社「2004全国大学案内」）
調査方法：学科等のユニットの長宛に郵送、カリキュラム責任者に配布依頼。
回答数：カリキュラム責任者５７名
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研究者・技術者の倫理（２）

技術倫理関連科目の開講

①①安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進

社会の安全・安心における情勢の変化

出典資料： 世界経済フォーラム「安全と経済的繁栄に関する国際世論調査」
（平成１５年１１月）
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「身近な生活の安全と国
の総合的な安全の確保
のため、高い科学技術
の水準が必要である」と
いう意見に対する回答

出典資料： 内閣府「科学技術と社会に関する調査」（平成１６年２月）
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米国
１９７６年　レジオネラ症

　　クリプトスプリジウム症

１９８１年　エイズ

１９８２年　O157
１９８９年　C型肝炎
２００２年　ウエストナイル熱

ブラジル
１９９４年　ブラジル出血熱

ベネズエラ

１９９１年　ベネズエラ出血熱

日本
１９８０年　成人T細胞白血病
１９９６年　O157
２００４年　高病原性鳥インフル

エンザ発生

中国等
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候群(SARS）
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ザイール
１９７６年　エボラ出血熱

サウジアラビア

２０００年

リフトバレー熱

インド
１９９２年　ビブリオ

コレラO139

最近の新興・再興感染症の例

出典資料：世界保健機構「世界保健報告」等より文部科学省で作成
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出典資料： 警察庁 平成１５年警察白書 出典資料： 安全・安心な社会の構築に資する科学技術政策に関する懇談会報告書
（平成１６年４月）

①犯罪件数・検挙件数の動向 ②新興・再興感染症の動向

③社会の安全・安心に対する国民意識の高まり ④社会の安全・安心に対する科学技術への期待度
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